
日本は2025年4月から、研究開発の成果である知的財産から生じる所得に対して減税措置を適用する
イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）を導入する 。この制度は、イノベ
ーションの国際競争が激化する中、研究開発拠点としての立地競争力を強化し、民間による無形資産
投資を後押しすることを目的としている 。本税制により、特許権やAI関連プログラムの著作
物から生じるライセンス等の所得に対して30％の所得控除が適用され、実効的に法人税率を約
29.74％から約20％へと引き下げる効果が期待される 。

Diagram illustrating the components and interconnections within innovation ecosystems,

including knowledge, business, and innovation aspects.

イノベーション拠点税制（イノベーションボックス
税制）
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世界各国でイノベーション創出に向けた競争が激化している現状において、各国は研究開発投資を促
進するための様々な政策を導入している 。特に2000年代以降、欧州諸国を中心にパテント
ボックス税制やイノベーションボックス税制と呼ばれる制度が普及し、近年ではアジア諸国でも導入
や検討が進んでいる 。

Global Innovation Index 2022 ranking of countries by their innovation scores.

研究開発投資の重要性は、世界経済の成長と密接に関連している 。企業の研究開発活動は、長期的
な経済成長の原動力として位置づけられており、各国政府はインプット（研究開発費）とアウトプッ
ト（知的財産からの収益）の両面からインセンティブを提供している 。

制度の背景と国際的文脈

グローバルなイノベーション競争の激化
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Line graph showing GDP growth alongside total and business R&D growth rates from 2007 to

2025, highlighting trends in innovation investment.

イノベーションボックス税制の国際的な枠組みは、OECD（経済協力開発機構）のBEPS（税源侵食と
利益移転）プロジェクトのAction 5において確立された 。2015年に合意された「修正ネク
サス・アプローチ」は、知的財産制度における有害税制慣行を防止するための国際基準として機能し
ている 。

ネクサス・アプローチの核心は、税制優遇の対象となる所得と、その所得を生み出した研究開発活動
との間に直接的な関連性を求めることである 。これにより、企業が他社から知的財産を単
純に購入して減税措置を受けるという行為を抑制し、自社での実質的な研究開発活動を促進する仕組
みとなっている 。

OECD BEPS Action 5とネクサス・アプローチ
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Diagram illustrating the nine-step technology transfer lifecycle, from research to

commercialization and reinvestment.

日本のイノベーション拠点税制の対象となる知的財産は、以下の2つのカテゴリーに限定されている
：

AI関連のプログラムについては、官民データ活用推進基本法に規定される「人工知能関連技術」を活
用したものとして、機械学習に必要なプログラム、AIモデルによる機械学習アルゴリズム、機械学習

制度の詳細

対象となる知的財産
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1. 特許権：令和6年4月1日以後に取得された特許権（国内外問わず）

2. AI関連のプログラムの著作物：令和6年4月1日以後に製作されたAI関連技術を活用したプログラ
ムの著作物



をサポートするプログラムの3つの類型に大別される 。

本税制の対象となる所得は、適格ライセンス所得と適格譲渡所得の2つである ：

適格ライセンス取引

適格譲渡取引
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対象となる所得と取引
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関連者以外への対象知的財産の貸付取引

特許権の専用実施権・通常実施権の設定

AI関連プログラムの使用許諾

関連者および外国法人以外への対象知的財産の譲渡取引

国内での知的財産活用促進の観点から、外国法人への譲渡は対象外

計算方法と自己創出比率



Flowchart showing the calculation process for Japan's Innovation Box Tax System

イノベーション拠点税制における所得控除額の計算は、複数のステップを経て行われる 。最
も重要な要素の一つが「自己創出比率」であり、これは企業が主に「国内で」「自ら」行った研究開
発の割合を示している 。
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自己創出比率の計算式は以下の通りである ：

自己創出比率 = 適格研究開発費の額 ÷ 研究開発費の額

適格研究開発費からは以下の項目が除外される ：

本税制の適用期間は、令和7年4月1日から令和14年3月31日までの7年間とされている 。この
比較的長期間の適用期間設定は、政府がこの制度に寄せる期待の強さを示している 。

また、制度導入初期（令和8年度まで）には、一定の場合に限り企業単位での自己創出比率計算を認
める経過措置が設けられている 。これは、制度導入当初における企業の実務負担を軽減するた
めの配慮である 。

イノベーションボックス税制は、2001年にフランスで初めて導入されて以来、多くの国々で採用さ
れている 。各国の制度には、対象資産、優遇税率、適用要件などで違いがある 。
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他社からの適格特許権等の借受け・譲受けによる研究開発費

海外関連者への委託研究開発費

海外事業所での研究開発費

適用期間と経過措置
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諸外国との比較分析

主要国の制度概要
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International comparison of patent box tax rates vs. standard corporate tax rates across

different countries

ベルギーは最も優遇的な税率を提供しており、知的財産関連所得の85％を控除することで実効税率を
3.75％まで引き下げている 。一方、フランスとイギリスは10％の優遇税率を採用し、オラ
ンダは9％の税率を設定している 。

アジア地域では、シンガポールが2018年に制度を導入し、5％から10％の優遇税率を適用している
。インドは2017年に導入し、10％の税率を設定している 。近年では香港も2024年に

制度を導入するなど、アジア地域での普及が加速している 。

日本の制度は、国際基準に準拠しつつも独自の特徴を有している 。主な特徴として以下が挙
げられる：

イノベーション拠点税制は、従来の研究開発税制とは異なる性格を持つ政策ツールである 。研
究開発税制が「インプット」（研究開発費）に着目した税制であるのに対し、イノベーション拠点税
制は「アウトプット」（知的財産からの所得）に着目した税制である 。

この「アウトプット」指向の税制は、以下の効果が期待される ：

グローバルな研究開発拠点の誘致競争において、イノベーション拠点税制は重要な政策ツールとなっ
ている 。日本企業の国内研究開発活動の維持・拡大に加え、海外企業の日本への研究開発拠
点設立も促進されることが期待される 。
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日本の制度の特徴
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1. AI関連プログラムの包含：多くの国が特許権のみを対象とする中、日本はAI関連のプログラムの
著作物も対象に含めている 。これは、デジタル経済の重要性を反映した先進的な取り組
みである 。
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2. 経済産業省による証明制度：対象知的財産であることを産業競争力強化法に基づき経済産業省が
証明する手続きを設けている 。これにより、制度の適正な運用を確保している 。[1] [2] [2]

3. 30％の所得控除率：諸外国と比較して中程度の優遇水準を設定し、実効税率を約20％に引き下
げる 。[2] [5] [17]

経済効果と期待される影響

研究開発投資の促進効果
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1. 社会実装の促進：研究開発の成果を実際の事業化につなげるインセンティブを提供

2. 収益の再投資促進：知的財産から得られた収益の研究開発への再投資を奨励

3. イノベーションの質的向上：単純な研究開発支出ではなく、収益を生む知的財産の創出を重視

立地競争力の強化
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Countries that significantly improved their ranking in the Global Innovation Index between 2021

and 2022.

近年、多くの国がイノベーション指数において順位を向上させており、政策的取り組みの重要性が示
されている 。日本もイノベーション拠点税制の導入により、国際的な競争力を向上させることが
期待される 。

現代経済において無形資産の重要性が高まる中、本税制は企業の無形資産投資戦略に重要な影響を与
えると考えられる 。特に、特許取得や知的財産の戦略的活用に対するインセンティブが強化
されることで、企業のイノベーション活動全体の活性化が期待される 。
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無形資産投資の拡大
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自己創出比率の計算は、本税制の核心部分であり、企業にとって最も複雑な実務負担となる可能性が
ある 。対象知的財産に直接関連する研究開発費の特定、適格研究開発費と非適格研究開発費の
区分、継続的な記録管理などが求められる 。

企業は以下の点に注意する必要がある ：

対象知的財産であることの証明を経済産業省から受ける必要があり、この手続きが制度利用の前提と
なる 。特にAI関連のプログラムについては、第三者機関（一般社団法人ソフトウェア協会等）
による事前証明が必要とされている 。

多国籍企業においては、各国のイノベーションボックス税制との相互作用や、移転価格税制との関係
についても検討が必要である 。OECD BEPS行動計画に準拠した制度設計により、国際的な税
務リスクは軽減されているものの、適切な文書化と報告が重要である 。

現在の対象範囲は特許権とAI関連プログラムに限定されているが、制度の効果検証や財源確保の状況
を踏まえて、対象範囲の見直しが検討される予定である 。実用新案権、意匠権、営業秘密など
の他の知的財産への拡大可能性もある 。

7年間という比較的長期の適用期間が設定されているため、制度の効果を定期的に評価・検証する体
制の構築が重要である 。企業の研究開発投資行動の変化、知的財産の創出・活用状況、国際競争
力への影響などを多角的に分析する必要がある 。

AI関連プログラムを対象に含めた日本の制度設計は、デジタル経済時代の知的財産政策として先進的
な取り組みである 。今後、デジタル技術の進展に応じて、対象範囲や要件の更なる見直しが
必要となる可能性がある 。

実務上の留意点と課題

自己創出比率の計算実務
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研究開発プロジェクト単位での費用管理体制の構築

海外関連者との取引の明確な区分

知的財産創出に関する社内文書の適切な保管

経済産業省による証明手続き
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国際税務上の考慮事項

[2] [12]

[2] [12]

今後の展望と政策課題

制度の拡充可能性
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評価・検証体制の重要性
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デジタル経済への対応
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イノベーション拠点税制は、日本の研究開発・イノベーション政策における重要な新たなツールとし
て位置づけられる 。OECD BEPS行動計画に準拠した国際的に調和された制度設計により、
税源浸食のリスクを回避しつつ、実効的なイノベーション促進策を実現している 。

本制度の成功には、企業側の理解と適切な活用、政府側の効果的な運用と継続的な改善が不可欠であ
る 。特に、自己創出比率の計算や証明手続きなどの実務面での課題に対しては、ガイドライン
の充実や相談体制の整備が重要となる 。

長期的な視点では、本制度がイノベーションエコシステム全体の活性化に寄与し、日本の国際競争力
向上に貢献することが期待される 。同時に、制度の効果を継続的に検証し、必要に応じて改
善を図ることで、より効果的な政策ツールとして発展させていくことが重要である 。
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